
平成２７年度　一般会計予算部局別要求ポイント 部局名称

（単位：千円）

生活困窮者対策
拡
充

　生活保護に至る前の段階の自立支援の強化を図るため平成27年度から
生活困窮者自立支援法が施行されます。これまで生活困窮者自立促進支
援モデル事業として取り組んできた自立相談支援や就労準備支援事業の
さらなる充実を図り「誰一人置き去りにしないまち」をめざします。

63,600程度 42,555 生活福祉課

生活保護費支給
継
続

　生活困窮者の生活を保障するため、適正に生活保護費を支給するとと
もに、世帯の自立支援を図ります。

798,600程度 817,985 生活福祉課

くらしの資金貸付
継
続

　一時的に生活の不安定な低所得世帯に対し、くらしの資金の貸付けを
行い、その世帯の自立更生や生活意欲の促進を図ります。

6,200程度 6,201 生活福祉課

民生児童委員活動推進
継
続

地域福祉推進の担い手である民生児童委員の活動を推進します。 21,700程度 21,550 生活福祉課

災害時要援護者の避難支援
継
続

　高齢者世帯など要援護者の災害時の避難を迅速かつ安全に行うため、
要援護者を登録し、個別支援計画を作成するとともに、区長、民生委
員、消防団などと連携の上、情報を共有するもので、毎年3月1日現在で
登録を更新しています。

1,100程度 268 生活福祉課

社会福祉協議会運営支援
継
続

　社会福祉協議会は、誰もが安心して住みやすい地域をつくるために、
地域福祉を推進していますが、この社会福祉協議会の運営を支援するも
のです。

71,900程度 71,924 生活福祉課

児童扶養手当の支給
継
続

　ひとり親家庭の生活の支援を行うとともに、子どもたちの心身の健や
かな成長のため、児童扶養手当を給付します。

225,600程度 219,097 生活福祉課
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児童手当の支給
継
続

　子育て世代の生活の支援と、次代を担う子どもたちの心身の健やかな
成長のため、児童手当を給付します。

855,900程度 870,800 生活福祉課

絆ネット構築
新
規

　地域の高齢者、障害者、児童等の見守り支援を進める上で、地域の支
援体制を構築し、誰もが安心して住みやすい地域づくりを進めます。

3,900程度 0 生活福祉課

峰山総合福祉センター管理
継
続

　市民の健康づくりや福祉の充実を図るため設置している総合福祉セン
ターの維持管理をするものです。

13,500程度 13,426 生活福祉課

障害福祉サービス事業
継
続

　平成26年4月からの法改正により重度訪問介護の対象の拡大がなされ
るなど障害者に対する支援の充実を図り、必要な障害福祉サービスにか
かる給付、その他支援を行い障害者福祉の向上を図る。

1,524,300程度 1,450,367 障害者福祉課

地域生活支援事業
継
続

　障害者等が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、地域の特性や障害者等の状況に応じた各種事業を実施する。

180,200程度 174,591 障害者福祉課

障害者就労支援事業
拡
充

　平成25年度より創設した「障害者施設製品販売支援事業補助金」の助
成対象経費拡充を図りながら就労支援事業の充実を図る。また、既存の
障害者職場実習奨励金について利用者への奨励金の追加等の見直しによ
り一層の雇用促進を図る

8,000程度 7,620 障害者福祉課

障害者等手当支給事業
継
続

　日常生活において、重度障害児者の福祉を図るため、障害児者本人に
対し、特別障害者手当等を支給する。また、市独自施策として、在宅の
重度障害児者を介護している家族に対して在宅障害者介護支援金を支給
する。

28,600程度 29,663 障害者福祉課
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補装具事業
継
続

　身体障害者及び身体障害児について、自立支援用具等の日常生活用具
を給付又は貸与することによって、日常生活や社会生活の便宜を図り、
障害者福祉の増進に資する。

13,800程度 13,819 障害者福祉課

介護・福祉人材育成支援事業
継
続

　介護施設等の職員に喀痰吸引等を行うことが出来る職員等を養成する
研修に助成を行い介護施設のサービス向上を図る。また、舞鶴の介護福
祉士養成学校入学者を対象に修学資金を貸与し、市内の介護人材の育成
を行う。

3,400程度 1,880 長寿福祉課

健康長寿のまちづくり推進事
業

継
続

　生涯現役フェスティバルとして第８回健康大長寿のさとづくりフォー
ラムを開催して生涯現役で地域でいきいきと活動し、長寿による豊かさ
を実感することができる社会を目指す。また、100歳以上の方の身体面
や幸福感などの心理面、生活状況などを調査・分析するための調査を百
歳バンザイ!!推進市町村連絡協議会に加盟する全国37市町村と共同で行
う。

3,200程度 3,637 長寿福祉課

敬老祝い事業
継
続

　高齢者の長寿を祝い、長年にわたる社会貢献に対して感謝するため、
行政区等の団体が行う敬老会事業に対して補助金を交付し、喜寿、長寿
の各対象者に対し、祝品を贈呈する。

26,900程度 27,421 長寿福祉課

老人保護措置費
継
続

　老人福祉法の定めるところにより、概ね65歳以上の方で、環境上の理
由（家族や住居の状況等、現在置かれている環境の下では在宅において
生活することが困難であると認められること）及び経済的理由（市民税
所得割が課せられていないこと）により、居宅における生活の継続が困
難な方を養護老人ホームに入所させ、生きがいを持てる健全で安らかな
生活を保障する。

150,200程度 155,443 長寿福祉課

老人クラブ活性化支援事業
継
続

　老人クラブの活動に対して助成を行うことにより、老人クラブの育
成、高齢者の生きがいづくり及び健康づくりを図り、健康長寿のまちづ
くりを推進する。

9,000程度 9,288 長寿福祉課

福祉有償運送運営助成事業
継
続

　福祉有償運送の実施を支援することにより、在宅の高齢者や障害者が
住み慣れた地域社会の中で引き続き自立した生活を営めるよう外出を支
援し、地域福祉の向上を図る。

19,900程度 17,332 長寿福祉課
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介護サービス利用負担軽減事
業

継
続

　社会福祉法人等による介護保険サービスの利用者負担の軽減制度の、
円滑な実施を支援することにより、高齢者の福祉の増進を図ることを目
的とするもの。

21,400程度 20,000 長寿福祉課

介護保険事業特別会計繰出金
継
続

　介護保険事業及び介護予防事業の円滑な運営を行なうため、一般会計
から介護保険給付費の市負担相当分（法定割合12.5％）と要介護認定、
賦課徴収業務等に係る事務費相当分及び介護予防事業や包括的支援事
業・任意事業に要する経費を繰出す。

807,500程度 769,446 長寿福祉課

成人用肺炎球菌の予防接種
継
続

　成人用肺炎球菌予防接種を実施することにより、個人の発病及びその
重症化を防止する。

24,900程度 23,301 健康推進課

不妊・不育症治療
継
続

　少子化対策の一環として、従来から実施している一般不妊治療に加
え、男性不妊治療及び不育症治療をを受けている方に対して、その治療
費の一部を助成し、経済的負担の軽減を図る。

2,600程度 2,375 健康推進課

産前産後ヘルパー派遣
新
規

　安心して出産・子育てができ、母子ともに心身の健康の保持増進に繋
げるため、産前産後、体調不良により家事・育児が困難な家庭や多胎を
出産した家庭にホームヘルパー等を派遣し、家事・育児援助及び相談・
助言を行う。

400程度 0 健康推進課

総合検診
拡
充

　健康診査とがん検診を一度に受診できる総合検診を集団検診の方法で
各地で実施するとともに、子宮頸がん検診は、医療機関へ委託し、個別
検診を実施する。平成27年度からは、クレアチニン及び尿酸の検査項目
を追加する。

107,500程度 103,459 健康推進課

健康楽歩里ポイント事業
拡
充

　楽しく健康づくりに取り組むための機運の醸成や動機づけ支援とし
て、健康楽歩里ポイント事業及びウォーキングイベントを実施する。市
民からの要望が多い「骨密度測定」を実施するために機器を購入する。

1,100程度 1,109 健康推進課
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自殺予防対策事業
継
続

　自殺ゼロ実現推進協議会が関係機関と連携し、自殺予防を図るととも
に、電話相談として無料のフリーアクセス、臨床心理士によるこころの
相談、講演会、街頭啓発、ゲートキーパー研修、傾聴講座等を実施し、
自殺ゼロのまちづくりを推進する。

3,200程度 3,034 健康推進課

予防接種事業
継
続

　伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延の予防、また個人の発病及
びその重症化を防止するため、予防接種法に基づき定期予防接種を実施
する。

180,800程度 172,919 健康推進課
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